
別記第１号の１様式 

 

                           年  月  日  

 

 熊本港ポートセールス協議会 

  会 長  大 西 一 史 様 

 

                  申請者 所在地 

         名 称 

代表者氏名 

 

 

【新規利用企業】熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金交付申請書 

 

 熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金として、熊本港国際コンテナ利用拡大

助成事業助成金交付要項第５条の規定により、下記の金額を交付してくださるよう関

係書類を添えて申請します。 

記 

 

１ 申請金額 金        円 

 

２ 添付書類 

（１）助成対象貨物調書（別紙様式） 

（２）船荷証券等（写し） 

 

 

 

 

 

 

（振込先口座） 

金融機関名 本支店名 預金の種別 口座番号 口座名義人 

   

１ 普通（総合） 

 

２ 当座 

       （フリガナ） 

 

 

 



別記第 1 号の２様式 

                                      

                           年  月  日  

 

 熊本港ポートセールス協議会 

  会 長  大 西 一 史 様 

 

                  申請者 所在地 

         名 称 

代表者氏名 

 

 

【継続利用企業】熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金交付申請書 

 

 熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金として、熊本港国際コンテナ利用拡大

助成事業助成金交付要項第５条の規定により、下記の金額を交付してくださるよう関

係書類を添えて申請します。 

記 

 

１ 申請金額 金        円 

 

２ 添付書類 

（１）助成対象貨物調書（別紙様式） 

（２）船荷証券等（写し） 

 

 

 

 

 

 

（振込先口座） 

金融機関名 本支店名 預金の種別 口座番号 口座名義人 

   

１ 普通（総合） 

 

２ 当座 

       （フリガナ） 

 

 

 



別紙様式 

助成対象貨物調書 

 

荷主名：               

 

【  月分実績】 

 

輸出実績           単位：TEU  輸入実績            単位：TEU 

番

号 
利用月日 品目 

数

量 

 

番

号 
利用月日 品目 

数

量 

１    1    

２    2    

３    3    

４    4    

５    5    

６    6    

７    7    

８    8    

９    9    

10    10    

11    11    

12    12    

13    13    

14    14    

15    15    

16    16    

17    17    

18    18    

19    19    

20    20    

21    21    

22    22    

‥    …    

‥    …    

‥    …    

計    計    

※船荷証券（Ｂ／Ｌ）毎に記入すること。 

※欄が不足する場合は適宜追加すること。 

合計        ＴＥＵ 



 年  月  日  

 

 

熊本港ポートセールス協議会事務局長 様 

（熊本県商工労働部産業振興局企業立地課長） 

 

 

住   所 

                     港運業者名               

 

 

熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金交付申請書について（送付） 

 

 このことについて、申請のあった下記荷主企業は、当該助成金交付要項に規定する

助成対象者に該当することが確認できましたので、必要資料を添えて送付します。 

 

記 

 

１ 熊本港国際コンテナ利用拡大助成事業助成金交付申請書 月分（ 件） 

           

２ 申請者名 

企業・団体名 企業・団体名 

  

  

  

  

  

  

  

 ※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください 

 

 

≪参考≫助成対象者（交付要項第３条より） 

 次の各号に掲げる要件を満たす企業（個人経営者を含む。以下同じ。）が荷主となる場合に交

付するものとする。 

（１）熊本港国際コンテナ定期航路及び国内コンテナ定期航路を利用して輸出入した企業 

（２）国内に事業所を有し、１年以上事業活動を継続しているもの 

 

※船荷証券（Ｂ／Ｌ）上の名前と申請者名が異なる場合は、当申請者が実質上の荷主であるこ

とが確認できる資料を添付して下さい。 

 


